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議題１の構成

議題1.『日本の気候変動2025』について

議題1.1『日本の気候変動2025』公表と広報活動について

▪気象庁からの報告

▪浜田部会委員からの報告【資料1-2】

▪井田部会委員からの報告【資料1-3】

議題1.2「本編（解説付）」の作成について
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『日本の気候変動2025』公表と広報活動について
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現在
▼

『日本の気候変動2025』の作成・公表スケジュール

⚫ 2022年12月の「気候変動に関する懇談会」第6回会合で評価検討部会を設置

⚫ 懇談会及び同評価検討部会委員による査読や関係省庁への意見照会を経て、2025年3月26日に公表（記者会見）

・公表の数日前に記者クラブ向けの説明会を実施（新規事項を中心に担当者から概要を説明）。

⚫ 報告書の利活用推進のため、様々な広報活動を公表前から継続的に実施（特に新規コンテンツをアピール）

執筆・査読等

会合

その他

第9回懇談会▼

▼3次稿査読
（2024.6）

▼2024.8 第3回部会

2025.4

リーフレット 検討開始（2024.6）
▼

▼地方公共団体等からの聞き取り調査

▼2024.2 第7回懇談会

▼2023.2 第1回部会▼2023.7 第2回部会

▼2次稿査読
（2024.2）

2023.4 2024.4

▼詳細版1次稿

2025.10 第4回部会▼

▼2022.12 第6回懇談会

▼3次稿査読
（2024.9）

▼ 2次稿査読
（2024.5）

▼本編0次稿 ▼1次稿

部会委員
査読

前回報告書を更新
する形で0次稿を作成

▼地方公共団体等へのアンケート調査

県庁や市役所等の気候変動担当部署のほか
地域気候変動適応センターを担う機関、
県立の環境/農林水産研究所等が回答

サイエンス
ライター
による査読

懇談会委員
査読

▼地方公共団体等との意見交換

公表
▼

▼最終調整・チェック
▼関係省庁意見照会（2024.11）

概要版 検討開始（2024.10）
▼

▼

地域の予測公開
（2025.9）

本編（解説付）
公表（R7年度末）▼

懇談会・部会委員が
最終確認（書面）

▼懇談会・部会委員への意見照会（2024.8）

▼懇談会・部会委員への意見照会（2024.11）

▼2024.12 第8回懇談会

第3次『気候変動影響評価報告書』※の公表（環境省）▼

※気候変動適応法に基づき環境省が概ね5年ごとに取りまとめる
気候変動影響の総合的な評価についての報告書

▼本編（解説付）
部会査読（2025.11）



55

気候変動対策で利用されるために
第8回気候変動に関する懇談会資料

評価検討部会活動報告より

報告書そのものの認知度は高くない
情報の伝え手との勉強会を実施
あらゆる機会・広報ツールを用いて活動を実施

日頃の関係を生かして
直接の説明を実施する

（個別に機会を設けたケース、
意見交換の時間も確保した

ケースなども）

●第8回懇談会における指摘である教育への活用も模索

新たなコンテンツの効果を確認する
（2025への誘導、活用しやすさ）
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広報の取組状況
●報告書の内容の紹介・説明、活用に向けた意見交換・聞き取りを、以下の国・地方公共団体の各部署と実施

【本府省庁】農林水産省 農産局、農村振興局、農研機構、国土交通省 水管理・国土保全局、港湾局、

国立環境研究所気候変動適応センター

【地方支分部局】地方環境事務所、地方整備局、河川国道事務所、地方農政局、管区海上保安本部

【地方公共団体】首長、環境課、地域気候変動適応センター、防災計画課、河川課、海岸整備班、農林総合研究所、水産試験場

など

●その他、様々な取組を実施

• 環境省が取りまとめている第3次『気候変動影響評価報告書』へのインプット。

• 国・地方公共団体担当者向けシンポジウムを開催（参加者500名以上）。

• 関係省庁の広報資料や会合（海岸保全に係る気候変動適応コンソーシアムなど）で紹介。

• 気候変動適応広域協議会（全国7ブロック）や地域農業気象協議会等にての説明を実施（50件以上）。

• 地域気候変動適応センター等と連携した市民向け講演会・講習会等を実施（30件以上）。

• 各都道府県の海岸保全計画の検討委員会等への情報提供など。

• 高校教員との意見交換を実施。

• 文部科学省の教育関係者向け情報誌等で紹介。

• 『2025』を題材にしたミニゲームを作成し、気象庁子ども見学デーや部外の講座で紹介。

気象庁防災情報X、
政府広報ラジオ、

環境省脱炭素ポータル等、
様々なコンテンツでの広報

も実施
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評価検討部会委員からの報告

以下の活用状況について、評価検討部会委員から報告する

⚫地方公共団体における活用について（浜田委員）

資料1-2に沿って報告

⚫国民向けの活用について（井田委員）

資料1-3に沿って報告
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国・地方公共団体等の反応

⚫ 報告書等での引用

• 環境省取りまとめの第3次『気候変動影響評価報告書』で多数引用される見込み。

• TCFD提言（気候関連財務情報開示タスクフォースの提言）

に沿った事業者による開示情報の中に引用あり。

⚫ コンテンツのアクセス数

• 若者向け広報動画（概要版を用いた５分程度の解説動画）の月間再生数は、「地球温暖化と将来

予測」が1,000～1,500回程度、「気温」「降水」「海洋」は200～800回程度。

• 本編html版及び素材集のトップページの月間アクセス数は、いずれも1,000～2,000程度。

本編html版のうちアクセス数の多い章は「気温」「降水」。「気温」は7,000に達した月があった。

• 報告書トップページの月間アクセス数は15,000程度。前回の10,000程度と比べて約1.5倍。

今年度作成の
本編（解説付）で対応予定

⚫ 説明会・意見交換等での地方公共団体担当者の反応

• 適応計画等の各種計画・普及啓発での利用を確認

• 都道府県別の情報の利用も確認

• 職員が本編全体を通しで読む時間はない

• 生活への影響まで記載されないと、市民向けには使いにくい

• 極端現象の将来予測の見方や使い方を知りたい

• 実際の施策への活用事例を知りたい

0

1,000

2,000

3,000

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

解説動画掲載ページ

「地球温暖化と将来予測」再生回数

「気温」再生回数

「降水」再生回数

「海洋」再生回数

※ 9月以降は字幕・手話付版を含む

解説動画再生数

0

2,000

4,000

6,000

8,000

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

概要版PDF 概要版PPT

英概要版 本編PDF

本編PDF+htmlトップページ 詳細編PDF

0

2,500

5,000

7,500

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

本編htmlトップ 本編第1章「はじめに」html

本編第4章「気温」html 本編第5章「降水」html

本編第7章「台風」html 素材集トップページ

主要ページアクセス数
（月あたり1,000以上）

コンテンツ別アクセス数

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

0

5,000

10,000

15,000

20,000

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

12/4
公表

3/26
公表

2020/2021年

2025年

報告書トップページ アクセス数

日本の気候変動2020

日本の気候変動2025

シンポジウムの
テーマへも反映

海岸保全計画
への海面水位
上昇量算入など
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最新の気候変動情報の引用割合等

①気候変動適応計画、②その他の関係省庁施策、

③企業戦略や事業計画 の3つの気候変動対策の根拠と

なること、並びに ④幅広い世代への普及について

評価指標を用いて分析し、目標の達成とそれに向け

た活動の効果を把握していく。

『日本の気候変動2025』広報の戦略目標

国、地方公共団体、事業者等の気候変動対策の具体的な根拠として利用してもらう。

一般向けの情報提供・解説も行い、幅広い世代が気候変動について考えるきっかけとしてもらう。

【評価指標の活用】

• 気候変動対策の根拠としての引用数等を把握。

• 各評価指標に目標値は定めないものの、可能な

ものは前回報告書についても同じ指標で比較。

• 地方公共団体等での利用状況や具体例等を懇談

会で報告。

使われ方を把握・今後の活用の目指
すところを検討し、今後の報告書や
活用策に生かす 

気候変動 影響評価 報告書

気候変動
影響評価
報告書

気候変動 適応計画

気候変動
適応計画

紙枠線 本編のイメージ

国の施策
に反映

○○施設
建設計画

地域の施策
に反映

気候変動
対策

啓発活動

地域 気候変動 適応計画

地域
気候変動
適応計画

紙枠線 

○○施設
技術基準

①

②

③

第○期

事業計画

中期
経営計画
20XX～20XX年度

TCFD提言に基づく
情報開示

20XX年X月

事業戦略・計画

CSR活動

④
コンサルティング
サービス

地方公共団体
地域気候変動適応センター
農業試験場、水産試験場 etc.有識者の

助言

教育

https://www.env.go.jp/earth/earth/tekiou/page_00003.html
https://www.env.go.jp/earth/earth/tekiou/page_00004.html
https://www.env.go.jp/earth/earth/tekiou/page_00004.html
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/index.html
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/ondankajikkoukeikaku.html
https://www.pref.kagawa.lg.jp/kankyoseisaku/chikyu/keikaku/kfvn.html
https://www.pref.toyama.jp/102221/kensei/carbonneutral/senryaku/index.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/zeroemission_tokyo/adaptation/plan/
https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/plan/list.html
https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/plan/list.html
https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr7_000092.html
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/chisui_kentoukai/
https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_gideline/index.html
https://www.kome100.ne.jp/weblog/index.php?id=nishi_jhs&date=20210125
https://osaka-midori.jp/ondanka-c/ekotto/pdf/62.pdf
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最新の気候変動情報の引用割合等

評価指標 評価指標の詳細 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
（2025.12.26現在）

① 国及び地域の気候変動適応計画

が『日本の気候変動2025』など

最新の気候変動情報を踏まえて

策定/改定される

当該年度に公表された国の気候変動適応計画にお

ける最新の気候変動情報の考慮有無
○ ー ー ー ー

当該年度に公表された地域気候変動適応計画*1の

うち、最新の気候変動情報を引用している割合*2

100%
通算45件

84%
通算66件

67%
通算74件

50%
通算75件

ー

前項の計画のうち、極端現象将来予測の最新版を

引用している計画の割合*2

58%
通算28件

57%
通算40件

50%
通算44件

0%
通算44件

ー

② 各分野の公的な気候変動対策で

『日本の気候変動2025』等の最

新知見が利用される

関係府省庁ウェブサイト内を検索して “日本の気

候変動2025”がヒットする件数
（調査なし）（調査なし）（調査なし）（調査なし） 約150件

関係省庁等による各分野の手引き等*3のうち、当

該年度で最新の気候変動情報を引用している件数
5件 5件 6件 7件 2件

③ 企業戦略や事業計画の検討に最

新の気候変動情報が利用される

気候変動に関する最新の科学的知見を紹介するセ

ミナー等への企業からの参加者のべ数
（調査なし）（調査なし）（調査なし）（調査なし） 2件 327名

④ 幅広い世代が気候変動について

考えるきっかけとなる

気象庁HPにおける『日本の気候変動』関連コン

テンツへのアクセス数
（スライド8参照）

『日本の気候変動2025』解説動画の再生数

2018年度（12月以降）：0件中0件
2019年度：6件中6件
2020年度：28件中27件

2018年度（12月以降）：0件中0件
2019年度：6件中5件
2020年度：27件中16件

*1 ここでは、都道府県又は政令指定都市の計画を集計対象としている。

*2 参考として、気候変動適応法施行（2018年12月）以降に公表された計画における総数を通算として併せて示す。

*3 ここでは、環境省の地方公共団体向け資料「各分野の適応計画策定、適応策検討のための手引き、参考資料」（2023年3月公表）に掲載されている手引き等又はその後継に相当する資料のうち、

当該年度までに公表されたものを集計対象としている。

https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/plan/files/manual/03_reference_data.pdf#page=12
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今後の対応

①② 気候変動適応計画や関係省庁の施策において、多くは最新の気候変動情報（当時）が引用されていることが

分かった。一方、計画等の中には、引用先が古いまま更新されているものも散見された。

国の機関や地方公共団体との対話を通じた正確なニーズの把握と連携により、最新情報の活用を推進すると

ともに、より深い理解に基づき計画策定等が行われるよう努める。

③ 2025年度に気象庁が主催あるいは共催したセミナー等の参加者について、今回初めて事業者に着目した集

計を行った。

気候変動データの分析など実践的なセミナーの開催といった要望も得られている。より幅広い分野の事業者

等における活用を推進する観点から、今後こうした要望の実現にも努める。

④ 気象庁HPでは、報告書掲載トップページのみならず、報告書本体（特に本編）へのアクセスが多かった。

また、若い世代を意識して作成した動画は、同じチャンネルの他の動画と比べて再生数が多く、個別には、

高校の授業や一般向け講演等で使うのに良さそうとの感想も寄せられている。

更に広く利用され、気候変動について考えるきっかけとなるよう、引き続き周知に努める。
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「本編（解説付）」の作成について
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本編（解説付）の作成について

⚫ 主な利用者：地方公共団体担当者
⚫ 目的：普及啓発の場面での的確な説明を支援するための表現に関する補助資料
⚫ 内容：

• 本編の内容に、説明表現や注意点等の補足を記載 
✓ 地方公共団体等が、独自に文章を書く場合や、口頭で説明する場合に使う表現について「適切な表現」、「非推奨の表現」の例を記載 

• 問い合わせが多い事項に関する追加説明
• 「平均気温1℃上昇の意味」の補足説明方法
• 説明時に紹介できるような生活等への影響（「気候変動影響評価報告書」から引用）や適応策事例等

⚫ 査読：評価検討部会
⚫ 協力：国立環境研究所気候変動適応センター

2024年度の地方公共団体等への訪問聞き取り調査での意見・要望のうち、次のものへの対応は
「日本の気候変動2025」公開後としていた。

✓ 口頭で説明する際の言い換え表現・比喩を用いた説明や注意点の解説（教科書の副読本のようなもの）
✓ 気候変動による生活等への影響の例の追加

今年度、気候変動適応セミナー「日本の気候変動2025」（国立環境研究所気候変動適応センター主催）での
パネルディスカッションや今年度の地方公共団体等への訪問時の意見も踏まえつつ、
地方公共団体における活用の支援を強化するための以下の補助資料「本編（解説付）」の作成を進めている。

場面に応じた使い分けも
必要に応じて記載
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本編（解説付）イメージ

本編の記述について
講演等で比喩を用いて
説明する例の紹介

（ページを追加して掲載）

気候値と単年の気温
の違い、それらに言及
する際の注意点と
非推奨表現例

口頭で説明する際の
言い換え表現や注意点

本編の横に付記
する形で記載

注）このイメージは検討中の案であり、公表までに変わることがあります。
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解説

本懇談会会合でいただいたご意見を踏まえた更新を行った上で
公開と周知を行う。

⚫ 公開

✓ 公開時期は2026年３月を予定
✓ 『日本の気候変動2025』ウェブサイトに追加掲載
✓ ファイル形式はpdfファイル

⚫ 周知
• 地方公共団体

✓ 気候変動適応広域協議会（全国7ブロック）など、地方公共団体担当者の集まる機会を利用
✓ 管区・沖縄気象台や地方気象台等の地方公共団体訪問の機会を利用
✓ 気候変動適応センターと連携し、地域気候変動適応センターへの連絡機会を利用

• 報道

✓ 評価検討部会からの助言（記者にも有用）もあり、記者クラブへのお知らせを実施

本編（解説付）の公開と周知

追加


